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１．はじめに 

  
本町は、紀伊半島西部海岸沿いのほぼ中間点に位置し、北部は由良町に、東部は広川町および

日高川町に接し、南部は御坊市および美浜町、日高平野に、西部は紀伊水道に面している総面積

46.19km²の町です。昭和29年10月１日、内原、志賀、比井崎の3村が合併し、「日高町」とし

て発足し、現在に至っています。 

 本町の水道事業は昭和32年に内原地区簡易水道事業が竣工した後、昭和40年代にかけて各地

区において簡易水道事業の供給を開始し、給水区域を拡張していきました。その後、平成17年

に各地区の簡易水道事業を統合し日高町全域を給水区域とする日高町水道事業を発足しました。 

 本町の水道事業の経営状況については、近年では、ほとんどの自治体が人口減といわれる中、

本町においては増加傾向にあり、給水量は横ばいの状態が続いているため、料金収入は安定して

います。しかし、老朽化した施設や管路の更新が進んでおらず、今後は多額の更新費用が必要と

なることが予想されます。 

 このような状況にあって、将来に渡っても安定的にサービスの提供を継続していくことが可能

となるように、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定しました。 

 本経営戦略の計画期間は、平成29年度から平成38年度までの10年間とします。今後の経営

状況等の変化に対応するため、随時フォローアップを行い、必要に応じて見直しを行います。 
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２．事業概要 

（１）事業の現況 

① 給水 

 

供 用 開 始 年 月 日 平成17年４月１日 

法適（全部・財務）・ 

非 適 の 区 分 
法適用企業（全部適用） 

計 画 給 水 人 口 8,083人 

現 在 給 水 人 口 7,906人 

有 収 水 量 密 度 0.66千㎥／ha 

（平成28年３月末現在） 

 

② 施設 

 

水 源 表流水 

施 設 数 
浄水場設置数 １ 

配水池設置数 ７ 

施 設 能 力 3,570㎥／日 

管 路 延 長 89ｋｍ 

施 設 利 用 率 72.77％ 

（平成28年３月末現在） 

 

③ 料金 

（ア）料金体系の概要・考え方 

本町の水道の料金体系は、給水装置の種別及び用途ごとに区分し、それぞれ基本料金

と超過料金（従量料金）を設定しています。 

料金は、過去の実績等から給水需要を予測し、施設計画を含めた収支の将来予測を勘

案して算定しています。 

現在の料金体系は以下の通りです。 
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【料金表（現在）】 

種類及び用途 基本水量 基本料金 超過料金（１㎥あたり） 

専 用 栓 

家 事 用 

業 務 用 

官 公 署 

学 校 

病 院 用 

10㎥ 1,648円 

11～25㎥ 192円 

26～30㎥ 246円 

31～40㎥ 301円 

41～50㎥ 355円 

51㎥以上 410円 

特 設 栓 
工事その他 

臨 時 用 
５㎥ 2,336円 ６㎥以上 410円 

（税込み、８％） 

 

（イ）料金改定年月日（消費税のみの改定は含まない） 

料金は平成20年４月１日に改定しました。 

改定前の料金表は以下の通りです。 
 

【料金表（改定前）】 

種類及び用途 基本水量 基本料金 超過料金（１㎥あたり） 

専 用 栓 

家 事 用 

業 務 用 

官 公 署 

学 校 

病 院 用 

10㎥ 1,382円 

11～25㎥ 161円 

26～30㎥ 207円 

31～40㎥ 254円 

41～50㎥ 300円 

51㎥以上 345円 

特 設 栓 
工事その他 

臨 時 用 
５㎥ 1,959円 ６㎥以上 345円 

（税込み、５％） 

 

④ 組織 

日高町の水道事業は上下水道課で担当しています。 

上下水道課は６名で組織され、上下水道課長、上下水道副課長のもと、業務クループ

と工務グループを配置しています。 

上下水道課では、水道の維持管理、工事、水道料金、給水装置工事などに関すること

を業務として行っています。 

 

 
【日高町 上下水道課】 

  

  

上下水道課長 上下水道副課長

業務グループ

工務グループ
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（２）これまでの主な経営健全化の取組 

これまで、水道事業の経営健全化を図るため、様々な方策に取り組んできました。 

具体的には、平成17年に２つあった簡易水道を統合し、経営形態を一本化することにより、よ

り効率的な水道事業の推進を図りました。 

また、平成18年４月１日付で職員給与を国家公務員に準じて見直し、住宅手当や調整手当の段

階的廃止等を行い、人件費の削減に努めて参りました。 

また、検針、水質検査、電気保安管理業務等は民間委託を実施し、維持管理費の削減を図って

います。 

収入面に関しては、これまでいく度かの値上げを行ってきました。直近では平成17年度におい

て約13％の料金改定を実施、さらに平成20年度にも約15％の料金改定を実施しました。コスト

に見合った適正な料金体系となるよう検討を重ねております。 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

経営比較分析表は、別紙のとおりです。 

 

① 経営の健全性・効率性 

（ア）経常収支比率 

指標の意味 

給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払
利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標。 
単年度の収支が黒字であることを示す100％以上となっているこ

とが必要です。 
数値が100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示して

いるため、経営改善に向けた取組が必要となります。 

算 定 式 
経常収益

経常費用
 × 100 

平成27年度 94.64％ （106.62％）＊１ 

平成26年度 89.84％ （107.20％）＊１ 

平成25年度 97.10％ （105.53％）＊１ 

分析コメント・

評  価 

平成24年度までは100％を超えていましたが、平成25年度以降は

100％を下回っています。本町の水道事業は、一般会計から基準外

繰入を受けておらず、独立採算を目指して経営を行っております

が、経常損益は赤字であり、経営改善に向けた取組が必要です。 

なお、平成26年度に急激に悪化したのは、新会計基準が適用され

たことにより収支を伴わない費用の負担が増したためです。 

＊１ （ ）は類似団体平均。以下、同様。 
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（イ）累積欠損金比率 

指標の意味 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前
年度からの繰越利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度
にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指標。 
累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求めら

れます。 

算 定 式 
当年度未処理欠損金

営業収益ー受託工事収益
 × 100 

平成27年度 0.00％ （12.59％） 

平成26年度 0.00％ （13.46％） 

平成25年度 0.00％ （28.31％） 

分析コメント・

評  価 
過去５年間、累積欠損金は生じていません。 

 

（ウ）流動比率 

指標の意味 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標。 
一般的に100％を下回るということは、１年以内に現金化できる資

産で、１年以内に支払わなければならない負債を賄えておらず、支
払能力を高めるための経営改善を図っていく必要があります。 

算 定 式 
流動資産

流動負債
 × 100 

平成27年度 360.09％  （416.14％） 

平成26年度 505.99％   （434.72％） 

平成25年度 725.48％ （1,164.51％） 

分析コメント・

評  価 
100％を超えており、流動資産に占める現金預金の割合も大きい

ため、短期的な支払能力に問題はありません。 
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（エ）企業債残高対給水収益比率 

指標の意味 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を
表す指標。 
明確な数値基準はないが、投資規模は適切か、料金水準は適切か、

必要な更新を先送りしているため企業債残高が少額となっているに
過ぎないかといった分析を行い、経営改善を図っていく必要があり
ます。 

算 定 式 
企業債現在高合計

給水収益
 × 100 

平成27年度 487.35％ （487.22％） 

平成26年度 512.66％ （495.76％） 

平成25年度 524.12％ （498.27％） 

分析コメント・

評  価 

新たな起債を必要最小限に抑えているため企業債残高は減少傾向
にあります。 
しかし、今後10年の間に管路や施設等の更新投資が必要となるこ

とが見込まれます。財源の一部を起債に頼らざるを得ないため、企
業債残高は増加することが予想されます。 

 

（オ）料金回収率 

指標の意味 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表す指標
で、料金水準等を評価することが可能です。 
料金回収率が100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収

益以外の収入で賄われていることを意味します。数値が低く、繰出
基準に定める事由以外の繰出金によって収入不足を補塡しているよ
うな事業体にあっては、適切な料金収入の確保が求められます。 

算 定 式 
供給単価

給水原価
 × 100 

平成27年度 86.72％ （92.76％） 

平成26年度 80.48％ （93.66％） 

平成25年度 87.91％ （90.64％） 

分析コメント・

評  価 

過去５年間、100％を下回っており、給水に係る費用を料金収入で
賄えていない状況です。本町は水道原水を日高川から送水している
ため、受水費が費用の相当程度を占めており、給水原価を削減する
ことが困難な状況となっています。今後、受水費の値上げが行われ
る可能性もあります。その場合は水道料金の値上げを含めた検討を
行うことが必要となります。 
なお、平成26年度に数値が悪化しているのは、新会計基準が適用

されたことで給水原価が見かけ上増加したことによるものです。 
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（カ）給水原価 

指標の意味 

有収水量１㎥あたりについて、どれだけの費用がかかっているか
を表す指標。 
明確な数値基準はありませんが、経年比較や類似団体との比較等

により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値とな
っていることが求められます。 
必要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改

善が必要となります。 

算 定 式 
経常費用 − (受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費) −長期前受金戻入

年間総有収水量
 

平成27年度 261.09円 （208.67円） 

平成26年度 279.77円 （208.21円） 

平成25年度 257.12円 （213.52円） 

分析コメント・

評  価 

給水原価は、主に受水費が多額なことを要因として、類似団体と
比較して高くなっています。今後は老朽化した施設設備の修繕等に
かかる費用の増加が予想されるため、給水原価はさらに上昇してい
く見込みです。 
なお、平成26年度に数値が増加したのは、新会計基準が適用され

たことで費用が見かけ上増加したことによるものです。 

 

（キ）施設利用率 

指標の意味 

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用
状況や適正規模を判断する指標。 
明確な数値基準はありませんが、一般的には高い数値であること

が望まれます。 
経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況

を把握し、数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないかといっ
た分析が必要です。 

算 定 式 
一日平均配水量

一日配水能力
 × 100 

平成27年度 72.77％ （49.08％） 

平成26年度 75.85％ （49.22％） 

平成25年度 75.84％ （49.77％） 

分析コメント・

評  価 

類似団体よりは高い数値ですが、十分とは言えず、施設能力が生
かされていない状況です。今後、次項で説明するとおり、人口減少
はそれほど見込まれていないものの、節水技術の進歩等により、配
水量は増える傾向にはないため、今ある施設能力が過大であるとの
見方もできます。今後の設備投資に際しては、将来の水需要に応じ
たスペックの施設設備となるよう、スペックダウンやダウンサイジ
ングを検討することが必要です。 
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（ク）有収率 

指標の意味 

施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標。 
100％に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映されてい

るといえます。数値が低い場合は、水道施設や給水装置を通して給
水される水量が収益に結びついていないため、漏水やメーター不感
等といった原因を特定し、その対策を講じる必要があります。 

算 定 式 
年間総有収水量

年間総配水量
 × 100 

平成27年度 84.56％ （79.30％） 

平成26年度 80.67％ （79.48％） 

平成25年度 81.59％ （79.98％） 

分析コメント・

評  価 

過去の推移を見ると、この指標は悪化する傾向にありましたが、
平成26年度に漏水調査を行い、漏水箇所の修繕を実施した結果、平
成27年度には指標の改善が見られました。管路の老朽化が進んでい
るため、今後も漏水調査や漏水箇所の修繕などの漏水対策を行い、
有収率の改善を図ることが必要です。 

 

② 老朽化の状況 

（ア）有形固定資産減価償却率 

指標の意味 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでい
るかを表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。 
一般的に、数値が100％に近いほど、保有資産が法定耐用年数に近

づいていることを示しており、将来の施設の更新等の必要性を推測
することができます。管路経年化率や管路更新率の状況を踏まえて
分析する必要があります。 

算 定 式 
有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
 × 100 

平成27年度 51.07％ （36.43％）＊２ 

平成26年度 48.36％ （46.12％）＊２ 

平成25年度 22.78％ （36.48％）＊２ 

分析コメント・

評  価 

平成26年度から新会計基準が適用されみなし償却が廃止されたこ
とで、実態に近い数値となっています。供給開始から35年以上が経
過しており、施設の老朽化が進んでいます。今後は老朽化に伴う修
繕の増加や、更新需要の増加が見込まれるため、財源の確保が課題
となります。 

＊２ （ ）は類似団体平均。以下、同様。 
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（イ）管路経年化率 

指標の意味 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽
化度合を示しています。 
一般的に、数値が高い場合は、法定耐用年数を経過した管路を多

く保有しており、管路の更新等の必要性を推測することができます。 

算 定 式 
法定耐用年数を経過した管路延長

管路延長
 × 100 

平成27年度 8.71％ （11.16％） 

平成26年度 8.72％ （9.86％） 

平成25年度 4.59％ （8.72％） 

分析コメント・

評  価 

管路の多くは昭和50年代初めから中頃にかけて布設が行われまし
た。布設から35年以上経過しており、耐用年数を迎える管路が向こ
う10年間に増大します。現在は漏水箇所の修繕により対応していま
すが、今後は計画的な更新を行い、投資を平準化していくとともに、
財源の確保を検討していくことが必要です。 

 

（ウ）管路更新率 

指標の意味 

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペー
スや状況を把握できます。 
明確な数値基準はありませんが、数値が１％の場合、すべての管路

を更新するのに100年かかる更新ペースであることが把握できます。 

算 定 式 
当該年度に更新した管路延長

管路延長
 × 100 

平成27年度 0.20％ （0.65％） 

平成26年度 0.08％ （0.56％） 

平成25年度 0.04％ （0.64％） 

分析コメント・

評  価 

管路の更新ペースは類似団体の平均と比較しても遅いペースです。
平成30年度以降、基幹管路の大部分が布設後40年を経過しますが、財
政的にも一度に更新するのは困難であるため、中長期的な視点で優先
順位を付けた更新を検討することが必要です。 

 

 

③ 経営指標分析の全体総括 

水道事業の経営は赤字の状態にあると言えます。地方公営企業として独立採算で経営してい

くためには、費用の削減と、費用に見合った適正な料金収入を確保することが求められます。

経営健全化の取組により、これまで費用の削減努力は行ってきましたが、受水費の負担などに

より、依然として給水原価は高い水準に止まっています。今後は料金体系の改定も含めた施策

を検討していくことが必要となります。 

管路・施設設備については、老朽化対策を検討していく必要があります。今後、耐用年数を

迎える管路が増えることから、計画的な管路更新が必要になります。また、施設設備の老朽化
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に対しては、現状、必要な修繕を行い、長寿命化を図っているところですが将来的には大規模

な更新が必要となることが予想されます。これらの更新投資のための財源をどのように確保

するかが検討課題となります。  
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３．将来の事業環境 

（１）給水人口の予測 

本町は昭和29年に内原村、志賀村、比井崎村の３村が合併して誕生しました。当時の人口は

9,142人でしたが、その後はゆるやかに減少し、平成２年（1990年）には6,862人となりまし

た。しかし、子育て支援の充実や住環境の整備などを推進した結果、人口は徐々に増加し、平成22

年（2010年）には7,432人まで回復して、以後増加傾向が続いています。 

本町の将来人口は平成22年（2010年）を基準年とする国立社会保障・人口問題研究所（以下、

社人研という）（国勢調査人口）推計では、このまま推移すると減少傾向に向かい、平成52年（2040

年）には人口は6,369人、平成72年（2060年）には5,352人となると予想されます。一方で、

平成22年から平成27年の住民基本台帳人口をもとに、社人研推計モデルを活用した推計では、平

成52年（2040年）には8,007人、平成72年（2060年）には7,954人となると予想されます。 

これらを踏まえ、本町では、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」、「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を勘案し、今後の目指すべき将来方向と人口の将来展望を示した、「日高町人口

ビジョン」を策定しました。人口目標として将来的に緩やかな安定した人口構成を実現することを

目指し、住民基本台帳人口で、概ね平成72年（2060年）に8,000人程度を目標としています。 

給水人口は、この「日高町人口ビジョン」の目標とする人口を達成したことを前提に、同様の

傾向で推移していくものと予測しています。 

 

 
 

  

H22(2010)

年

H27(2015)

年

H32(2020)

年

H37(2025)

年

H42(2030)

年

H47(2035)

年

H52(2040)

年

H57(2045)

年

H62(2050)

年

H67(2055)

年

H72(2060)

年

社人研推計

（国勢調査人口）
7,430 7,369 7,207 7,013 6,805 6,590 6,369 6,127 5,880 5,624 5,352

目標人口

（住民基本台帳人口）
7,786 7,890 7,888 7,903 7,943 7,984 8,007 7,992 7,982 7,985 7,954

給水人口 7,814 7,906 7,904 7,919 7,959 8,000 8,023 8,008 7,998 8,001 7,970

5,300

5,800

6,300

6,800

7,300

7,800

8,300

（人）

人口推計

実績 推 計

計画期間
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（２）水需要の予測 

本町の水需要（有収水量）は、過去、年間800千㎥前後で推移しています。今後10年間は給水

人口が安定的に推移すると予測されるため、こうした傾向は続くものと考えられます。 

  

 

 

（３）料金収入の見通し 

料金収入については、過去、180,000千円前後で推移しており、概ね有収水量に比例して増減

する傾向にあります。このため、将来の料金収入は基本的には有収水量に比例すると予測されます

が、平成32年度より料金改定の実施を見込んでいるため、平成32年度から大きく増加する見通し

です。 
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実 績 推 計
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（４）施設の見通し 

① 浄水・配水施設  

本町には１ヶ所の浄水場と5ヶ所（7基）の配水池があります。浄水・配水施設の多くは、

昭和50年代に整備されたため、電気機械設備を中心に老朽化が進んでいます。現在は故障箇

所の修繕により対応していますが、更新投資を検討することが必要な状況です。 
 

施 設 名 称 建設年月 
経過年

数 

浄水能力 配水池能力 
備 考 

㎥／日 ㎥ 

浄水場 萩 原 浄 水 場 
昭和54年９月 38年 

3,570   
平成17年２月増改築 12年 

配水池 

小 坂 配 水 池 
昭和52年３月 40年 

 

450  

平成２年３月 27年 600  

小 中 配 水 池 
昭和54年３月 38年 1,000  

平成５年３月 24年 1,000  

原谷高区配水池 昭和57年３月 35年 50  

原谷中区配水池 昭和56年３月 36年 100  

小 浦 配 水 池 昭和57年３月 35年 300  

 

なお、固定資産台帳から、法定耐用年数を経過した固定資産を更新するものと仮定して、更

新投資に必要な事業費を試算したところ、平成29年度から平成38年度までの10年間で約20

億円の投資が必要な試算となりました。 

 

  

328,309 

35,803 55,668 

154,759 

1,015,036 

11,288 41,363 
93,881 

23,489 

212,697 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

（千円）

（年度）

更新投資試算
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② 管路施設 

平成27年度末時点において、日高町水道事業の管路延長は約89千ｍで、そのうち約７千ｍ

（8.71％）は法定耐用年数を経過しています。 

   管路施設の大部分は昭和50年代初めに布設されたため、管路の老朽化がいっきに進み、更

新や修繕が追い付かない事態となることが懸念されますが、十分な財源の確保が難しく、管路

更新のペースは遅いのが現状です。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 施設能力 

本町は日高川から原水を取水しており、その取水量は、一日最大4,４４0㎥／日となってお

ります。 

また、本町の配水施設の配水能力と一日最大配水量の推移は下のグラフの通りです。一日最

大配水量に対して、十分な施設能力が備わっていることが見て取れますが、平均配水量に対す

る施設能力は乖離が大きいため、今後の更新計画を策定する上で、水需要に応じた施設能力を

検討していく必要があります。 

 

 

  

管 種 別 
管 路 延 長 

（ｍ） 

法 定 耐 用 年 数 
（40年）を経過した 
管 路 延 長 （ｍ） 

管路経年化率 

（％） 

導 水 管 565 0 0.00 

送 水 管 8,520 2,712 31.83 

配 水 管 80,080 5,060 6.31 

合 計 89,165 7,772 8.71 

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

H2 2 H2 3 H2 4 H2 5 H2 6 H2 7

（㎥／日）

（年度）

施設能力

一日最大配水量 配水能力 一日平均配水量
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（５）組織の見通し 

本町の水道事業に関する業務は過去から継続して2名で担当しています。 

必要最低限の人員で日々の業務を行っていますので、これ以上の削減は難しく、今後もこの人数を

配置する予定としています。 
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４．経営の基本方針 

 

「２.事業概要」及び「３.将来の事業環境」を踏まえ、今後、安定的に事業を営むための経営理念、

経営の基本方針を策定しました。 

 

 基本方針 

  安全・安心な水の供給を基本とし、施設の効率的な運営をめざし、経営の適正化を推進する。 

 

  ● 安全・安心な水の供給をめざします。 

    水道事業は、町民の生活や事業活動を支える重要なライフラインであり、安全・安心な水の

供給を安定的に行うことは社会生活を支えるうえで必要不可欠なことであり、町の責務とい

えます。 

    今後の水需要に合わせた、安定的な水資源の確保と良質な水の供給に努めます。 

 

  ● 施設の効率的な運営をめざします。 

    管路の老朽化に伴い、有収率が低下しています。漏水調査や漏水箇所の修繕、または更新投

資を行い、効率的に料金収入に結びつけられるように運営し、収益性の向上に努めます。 

    また、今後、施設の更新に際しては、現状の施設能力を見直し、スペックを維持する必要性

を検討したうえで、最適な設備投資を行います。 

 

  ● 経営の適正化を推進します。 

    現状では水道事業の運営によって得られる収益よりも、水道事業の維持管理にかかる経費の

方が多く、水道事業は赤字経営が続いています。 

    地方公営企業として独立採算がとれるよう、料金水準の適正化やコスト削減に努めます。 
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５．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

  収支計画は、別紙２のとおりです。 

 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

 

 
 

 

投資については、『水道事業実施計画』を策定し、平成26年度から平成36年度にかけて、

川辺地区の水源工区送水管更新県営農業基盤整備促進事業（共同事業）、水源工区取水・中央

ポンプ場更新事業（共同事業）、小中地区の送水管更新事業、萩原浄水場UF 膜購入、小坂配

水池流量計更新事業、高家中央線水道管更新事業を計画しています。全体の事業費としては約

７億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

  

目 標 
・施設や設備の長寿命化による更新投資の抑制 

・優先度に応じた施設更新の実施 
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水道事業実施計画
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なお、「３．将来の事業環境（４）施設の見通し」で説明したとおり、単純に試算すると向

こう10年間で約20億円の事業費が必要な試算となりますが、上記の『水道事業実施計画』

は、適切な維持管理や修繕を行うことにより、現在使用している施設設備の長寿命化を図り、

更新する施設設備に優先度をつけて投資していくことを計画したものです。 

 

 

 

 

 

  

（単位：千円） 

 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

川 辺 地 区 4,288 40,178 37,432 1,293 6,040 14,521 

小 中 地 区 0 24,403 15,418 80,706 23,300 47,894 

萩原浄水場 0 0 0 0 0 25,000 

小坂配水池 0 0 0 10,000 0 0 

高家中央線 0 0 0 5,000 5,000 10,000 

合 計 4,288 64,581 52,850 96,999 34,340 97,415 

       

 H32 H33 H34 H35 H36 合 計 

川 辺 地 区 39,707 30,326 5,884 39,989 42,392 262,050 

小 中 地 区 0 50,000 50,000 50,000 0 341,721 

萩原浄水場 25,000 0 0 0 0 50,000 

小坂配水池 0 0 0 0 0 10,000 

高家中央線 5,000 5,000 0 0 0 30,000 

合 計 69,707 85,326 55,884 89,989 42,392 693,771 
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② 収支計画のうち財源についての説明 

 

 

 

 

 

（ア）料金収入 

平成28年度の決算見込みにおける供給単価を基準供給単価とし、「3．将来の事業環境

（2）水需要の予測」において予測した各年度の推計有収水量を乗じて料金収入を算定し

ました。平成32年度からは、10％の料金値上げを見込んでいます。 
 

 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

有収水量（千㎥） 803.40 802.79 802.18 801.57 800.96 801.27 

供給単価 （円） 222 222 222 222 245 245 

料金収入（千円） 178,703 178,567 178,432 178,296 195,977 196,052 

       

 H34 H35 H36 H37 H38  

有収水量（千㎥） 801.57 801.88 802.18 802.49 803.30  

供給単価 （円） 245 245 245 245 245  

料金収入（千円） 196,126 196,201 196,275 196,350 196,548  

 ※有収水量については小数点以下第３位を、供給単価については小数点以下第１位を四捨五入して表示してい

ます。 

 

（イ）更新投資の財源 

更新投資の財源は、下表の通り見込んでいます。水源工区取水・中央ポンプ場更新事業、

萩原浄水場 UF 膜購入、小坂配水池流量計更新事業、高家中央線水道管更新事業は単独事

業です。 
 

（単位：千円） 

 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

企 業 債 17,300 33,100 9,700 19,500 0 18,700 

他会計出資金 16,000 26,400 7,700 15,600 0 18,800 

国庫 補助金 14,871 19,862 5,825 11,712 0 12,500 

自 己 財 源 4,679 17,637 11,115 50,603 69,707 35,326 

合 計 52,850 96,999 34,340 97,415 69,707 85,326 

       

   H34 H35 H36 H37 H38 

企 業 債 18,700 18,700 0 0 0 

他会計出資金 18,800 18,800 0 0 0 

国庫 補助金 12,500 12,500 0 0 0 

自 己 財 源 5,884 39,989 42,392 0 0 

合 計 55,884 89,989 42,392 0 0 

目 標 

・料金改定の実施 

・建設改良に対する企業債の活用 

・投資の平準化による財政負担の軽減 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

（ア）職員給与費 

年１%の増加を見込んでいます。 

 

（イ）動力費 

   平成27年度実績を基礎として有収水量に比例して計上しています。 

 

（ウ）修繕費 

   平成28年度は決算見込額、平成29年度分は予算額を計上しています。平成30年度以

降は毎年15,000千円を見込んでいます。 

 

（エ）委託料 

   平成28年度は決算見込額、平成29年度分は予算額を計上しています。平成30年度以

降は毎年18,000千円を見込んでいます。 

 

（オ）受水費 

   直近の実績のまま据え置いています。 

   契約送水量は１日4,000㎥で、１㎥当たり30.5円の受水費がかかっています。 

 

（カ）企業債利息 

既存の企業債にかかる利息については、約定利率にもとづき計上しています。 

新規起債分は直近の実績を勘案し、年利率1.0％で算定しています。 

 

（キ）企業債償還金 

   既存の企業債にかかる企業債償還金は償還スケジュールに従い計上しています。 

新規起債分は償還期間35年（据置期間５年を含む）で算定しています。 

 

（ク）その他の項目 

   概ね直近３ヶ年の平均額を計上しています。 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 投資について検討状況等 

（ア）施設・設備の廃止・統合、合理化（ダウンサイジング、スペックダウン） 

  萩原浄水場の施設能力は平均配水量から見ると過剰スペックとなっています。本町で

は人口の大幅な減少は見込んでいませんが、節水技術の向上等により、水需要はそれほ
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ど増えないことが予想されるため、今後、更新投資を計画する際には施設設備のダウン

サイジングやスペックダウンを含めた検討をしていきます。 

 

（イ）施設・設備の長寿命化等の投資の平準化 

  今後、施設の老朽化が進み、特に萩原浄水場の更新時期には多額の投資が必要となる

ことが予想されますが、財源の確保は非常に厳しい状況です。料金値上げを行うことに

より、一定程度の財源確保は見込めますが、短い期間ですべてを更新することは現実的

ではありません。 

適切な管理によって施設の長寿命化に努めるとともに、優先順位をつけた投資を計画

し、中長期的な観点から投資の平準化を行います。 

 

（ウ）広域化 

 現在、県主導で広域化の検討が行われています。本町においても近隣の自治体と広域

化の実現可能性を検討していきます。 

 

② 財源について検討状況等 

（ア）企業債 

企業債による財源確保は、将来への負担を先延ばしする結果となり、利息の支払いに

よる負担も加わることから、でき得る限り最小限にとどめるよう検討していきます。 

 

（イ）繰入金 

現在、基準外の繰入金は受けておらず、最低限の町負担に止めています。今後もこの

方針を踏襲し、総務省から出される「地方公営企業操出金について（通知）」における

操出基準の範囲内での経営を継続していきます。 

   

③ 投資以外の経費についての検討状況等 

（ア）受水費 

本町には、原水がなく他町から送水しており、受水費負担の軽減を図るための努力を

行っていきます。 
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６．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

 

経営戦略は、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うとともに、３～５年に一度見直し（ローリン

グ）を行うことが必要です。 

 見直しにあたっては、経営戦略の達成度を評価し、投資・財政計画やそれを構成する投資試算、財

源試算と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を企業経営に反映させる計画策定（Plan）－

実施（Do）－検証（Check）－見直し（Action）のサイクル（PDCA サイクル）を導入します。 

 

毎年度の進捗管理 

► 投資・財政計画における実績値の把握と計画との乖離を確認する。 

► 経営指標を分析し、経営健全化に向けた状況把握と今後の取組の方向性を確認する。 

 

５年毎の検証・見直し 

► 投資・財政計画の実績推移の把握 

► 計画値との乖離が大きい場合には、将来見通しの再評価 

► 投資計画及び財源の内容の検証及び見直し 

► 経営指標の算定による経営状況の再評価及び必要に応じて新たな目標の設定 

 

 








